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Ⅰ は じ め に
私は，裁判官在職中，司法研究員として，1993 年から 1994 年にかけて少年
法制の海外調査を行い，「海外少年司法制度 英，米，独，仏を中心として 」
等でその概要を報告したことがある1)。爾来 20 年を経たが，本稿はその続編
の一部である。前記調査の際にも各国において，まさに「目から鱗が落ちる」
体験が多々あり，それ以来，より幅広い調査・研究，追加調査の必要性を痛感
していた。2005 年に母校の法科大学院に戻り，少年法・少年法制の研究に努
めたものの，多忙さや資金面等から海外調査は全く果たせずにいた。幸い，今
回，研究分担者等の助言・協力が得られて申請した研究計画「少年刑事事件の
総合的研究」が平成 25 年度科学研究費助成事業として採択された2)。また，
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） このときの調査内容については，廣瀬健二「海外少年司法制度 英，米，独，仏を中
心として 」（家裁月報 48 巻 10 号（1996 年）頁，浜井一夫 =廣瀬健二 =波床昌則 =
河原俊也『少年事件の処理に関する実務上の諸問題』（司法研究報告書 48 輯号（1997
年）・法曹会）参照。
台湾については，2013 年に来日された台湾の司法院関係者の我が国における
法律扶助等の調査に，法テラス（日本司法支援センター)3)の関係で協力させて
いただいた。そのご縁で司法院長以下のご協力を得られることとなり，2014
年初めに台湾の刑事・少年司法の調査を行うことができた。この調査は，同年
月 13 日〜17 日，研究分担者である柑本美和東海大学法学実務研究科準教授，
津田雅也東北大学法学研究科助教，研究協力者である水上洋立教大学大学院法
務研究科特任教授（当時）とともに，司法院の全面的な協力・支援の下，台北，
高尾，台南，新竹，士林において少年・刑事裁判所，刑事・少年施設等の視察，
関係実務家・研究者らとの面談調査・研究討議などを行うことができた。おか
げで大変充実した内容となった。以下は，その概括的な報告である4)。最初に，
台湾の地勢，政治制度の概略について紹介しておくこととする。
Ⅱ 台湾の地勢等
台湾（中華民国）は，我が国の南西に位置し，日本最西の八重山諸島の与那
国島には 111キロメートルで接し，台北市は石垣島よりも少し北にある。首都
に当る台北へは直行便で東京から約時間（那覇からは約時間）で着く。
面積は，約万 6,193 平方キロメートル，人口約 2,325万人（2012 年）と，
我が国の，広さ約 10 分の（九州とほぼ同じ），人口約分のという感じで
ある。台湾本島は南北に細長くやや東寄りの中心部に高い山（最高峰 3,952m）
を含む山脈が連なって山岳・丘陵地帯が多く，平地が海岸地域に集中し，台北
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） 私が研究代表者となり，刑法，刑事訴訟法，刑事政策の研究者を研究分担者に，本学
の藤宗和香教授（当時。元検察官），水上洋特任教授（当時。現司法研修所教官・弁護
士）にも研究協力者となっていただいている。併せて，2013 年	月から年間研究休暇
を取得させていただくことができたので，研究計画に即して，スウェーデン，スイス，
デンマーク，ノルウェーの各国の少年法制調査，国内の少年・成人矯正施設，児童福祉
施設等の調査などを実施したほか，少年に関係する刑事裁判の調査等も実施中である。
） 私は，2010 年月から法テラスの非常勤理事として，国選弁護関連業務，犯罪被害者
支援関連業務等を担当しているが，本稿の意見にわたる部分は個人的見解である。
） その一部は，司法法制部季報 136 号に「台湾の少年・刑事法制について」として掲載
したが，今回は，現地調査・施設視察等の内容を詳しく盛り込んで，大幅な加筆・補正
を加えている。それでも，私の力不足で刑事訴訟法との関係等の確認は不十分であり，
本稿の内容も修正含みのものであることをはじめにお断りしておかなければならない。
（首都），台中，台南，高雄と高層ビルも多い近代都市が海岸線に沿って北から
南に点在し，その間に中小の市町村が連なっている。台北 高雄間は日本から
導入された高速鉄道（700系新幹線）で最速時間半で結ばれている。南北に
長く，北回帰線がほぼ中央を横切っているため，その北側が亜熱帯，南側は熱
帯で，最北に近い台北市の気候でも，年中温暖であり長い夏と短い冬（厳寒
期で日本の秋程度）である。避寒にはもってこいの地であり，月に訪れた
我々も多少雨には降られたが，非常に快適に過ごすことができた。もっとも，
現地の人には寒さは緩くはないようで厚手のコート（中には毛皮）をきている
女性判事もおられた。
このため，台湾バナナはもちろん，ドラゴンフルーツ，マンゴー，パパイア，
パイナップル，メロン，リンウ（林檎に似たもの）などが豊富（フルーツ天国）
であり，海産物にも恵まれている。
原住民族は％ほどで，漢民族がほとんどを占めている。公用語は，中国語
であるが，重要言語として，英語のほか日本語も挙げられており，日本語を話
せる人も多い。全般的に人柄は温和・勤勉で，親日的な印象を受けた5)。
Ⅲ 政治・司法制度
 多党制民主主義
中央政府の総統・副総統，地方政府（直轄市，県 14，県と同格の市）の長，
立法院（国会）の立法委員（議員）は直接選挙による公選である。中央政府は，
総統と院からなる。院は，立法院，行政院（内閣相当，閣僚に相当する部・
署・委員会の長は行政院長が任命），考試院（公務員制度管理），司法院，監察院
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） 司法院長の頼浩敏氏も東京大学への留学経験があり，日本法にも通じておられた。ま
た，訪問した高雄少年及家事法院（家庭裁判所），台南地方法院（地方裁判所），士林地
方法院（地方裁判所）等でも日本留学経験のある裁判官・調査官などから調査への協力
が得られたが，その際，読み込んだ私の著書にサインを求められ，感激するとともに，
現場の実務家までもが日本法を実務レベルまで学んでいることに驚かされた。
また，通訳をしてくれた日本人留学生（台湾政治大学小林貴典氏）も来台以来（年
間），国籍・人種等を理由に不愉快な思いをさせられたことは皆無であるとのことであっ
た。
（公務員の弾劾・譴責，会計検査）である。総統は，行政院以下の長を任命する
が，考試院，監察院の構成員，司法院の大法官の任命には立法院の承認が必要
とされている。
 司法院・裁判官
院長・副院長（総統の指名，立法院の同意で任命），大法官（院長・副院長を含
め 15名）で構成され，司法機関として，民事，刑事，行政訴訟の審判及び公
務員の懲戒を掌理し，憲法を解釈し，法律・命令を統一解釈する権限を有する。
法官（裁判官）は，党派超越，職権の独立が保障され，終身職で，法律によら
なければ停職，転任，減俸されないとされている（憲法 77〜81条）。
【司法院長との懇談】
頼司法院長は，日本通で日本語も流暢である。東京大学に留学されていたため，
平野龍一先生，私の恩師である田宮裕先生などのこともよくご存じであった。司
法院に赴いて，挨拶交換後，院長室において，通訳を交えず数十分間，彼我の司
法制度について懇談させていただいた。主な話題は，裁判官の技量・執務能力の
向上をどうするかであった。私からは，質問にお答えする形で，日本の裁判官の
キャリアシステム（合議体の中での教育・育成），再任制度，各種研修・協議会，
研究会などの実情に加え，裁判員制度の導入により，一般市民との評議等が裁判
官を育てるのに有益になることを期待していることなど，所感も交えて，概括的
に述べさせていただいた。頼院長は，裁判の独立は重要であるが，裁判官の能力
の向上，質の確保も重要であり，
研修・教育のみならず，譴責・
懲戒等の必要性もあるが，制度
構築，利害調整には難しい問題
があること，国民参加は有意義
であるが，制度導入・実現には，
種々の困難があることなどを率
直に話されていた【写真】
〔一番右が司法院頼浩敏院長，
中央が筆者〕。
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 裁判所組織
第審は，①通常事件（刑事部，民事部，簡易部，執行部），②知財事件（知財
裁判部），③行政事件（行政裁判部），④少年・家事事件（少年・家事部）を扱う
地方裁判所，簡易裁判所，家庭裁判所があり，第審は，①④を扱う高等裁判
所，②を扱う知財裁判所，③を扱う高等行政裁判所があり，第審は，③を扱
う最高行政裁判所，それ以外を扱う最高裁判所があるが，司法院は，その上位
にあり，違憲審査（大法官会議）と司法行政（人事任用等）等を扱っている。
なお，検察官は，行政院傘下の法務部（法務省）所属で，裁判所に対応して
置かれる地方検察庁，高等検察庁，最高検察庁に配置されており，日本と同様
に刑事事件の捜査，起訴・不起訴の決定，公判立会・論告・上訴，刑の執行に
関与するほか，後述の被害者の自訴等にも協力している。
第 刑 事 手 続
Ⅰ 刑事手続の特徴
1928 年に大陸型の職権主義の刑事訴訟法が制定され，これが戦後も引き継
がれていたが，2003 年にアメリカ型の当事者主義化する大幅な改革が行われ
ている。主要な手続を日本法との対比すると，特徴的な点は以下のとおりであ
る。
 予断排除原則が無いこと
一件記録が検察官から公判裁判所に引き継がれるので，起訴状一本主義（予
断排除）・訴因制度は導入されていない。そのため，弁護人は裁判所に引き継
がれた一件記録を閲覧できるので証拠開示問題は基本的に生じていないそうで
ある。
 勾 留
①被疑者（捜査段階）には，検察官の申請，裁判官の許可により当初か月，
延長が回か月の勾留が認められる。②被告人（起訴後）の勾留は，裁判所
が職権で行い，当初か月，か月ごとの更新回が認められている。
予断排除の原則がないので，起訴直後から勾留は公判裁判所が担当している。
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重罪（短期年以上の有期禁錮以上の刑に当たる罪）について，重大な嫌疑，逃
走の虞・罪証隠滅の虞，勾留の必要性を要件とする一般性勾留（刑訴法 101条）
のほか，特定の罪について，重大な嫌疑，高度の再犯可能性，勾留の必要性を
要件とする予防性勾留（同法 101条の）が認められている。裁判官の勾留の
審査は厳格に行われているとのことであった。
【裁判所における出廷被告人等の留置施設】
台南地方裁判所では，庁舎内にある被告人の出廷中の仮監（一時留置施設），臨
時法廷（勾留質問室）及びそれらの管理部門も参観することができた。
我が国と異なり，被告人の押送・裁判所構内における身柄の戒護・留置等も司
法院の所管であり，これらの施設も司法院の職員が運営している。
勾留質問室の広さは我が国と大差ないが，
裁判官（法官）席は一段高くなっている。
台南では暴行事件があったとのことで，裁
判官と被疑者・被告人の間が強化アクリル
板で仕切られ，書類受け渡し等のため可動
部分が設けられている【写真】。
勾留質問は，通常は裁判官，書記官，被
疑者，法廷警察の人であるが，重大事件
などでは弁護人が立ち会うこともあるそう
であった。同室は，被疑者と弁護士との接
見にも使用されるそうであった。
仮監は男子と女子が区分されており，法廷へは専用の廊下で直結されていた。
 準 備 手 続
起訴後，公開法廷で行われ（性犯罪等例外），被告人を出頭させ，権利告知
（刑訴法 95条）のうえ，主張の確認，証拠能力の争点整理，証拠調べの順序の
決定等が行われる。もっとも，主張変更等に拘束力は無い。
必要的弁護事件（長期年以上の有期禁錮以上の刑に当たる罪のほか，被告人の
心身等の状況により必要性のある事件，裁判長が必要性を認めた事件も含む。同法
31条）では，弁護人の出席が公判開廷の要件とされ，国選弁護人も選任される。
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 弁 護 人
私選弁護人のほか国選弁護人があり，弁護士を選任する。国選弁護人には，
公設弁護人（裁判所所属。台南地方裁判所では月人程度），登録弁護人（裁判所
の名簿に登録。国選弁護人の 80％を占める），財団法人法律扶助基金会の登録弁
護人（契約弁護人と常勤弁護人）の種類がある。
 証拠能力の裁定
準備手続を受けて第回公判期日に行われる。
 公判期日の手続
前科等の量刑の証拠は，犯罪事実の証拠調べ後でなければ取り調べできない
とされている。
 主 刑
日本に類似しており，死刑，無期・有期徒刑（懲役）（月〜15 年，加重で 20
年，併合罪最高 30 年），拘留（60 日未満），罰金がある。年以下の懲役には
年〜年間の執行猶予が可能であり，保護観察，損害賠償，贖罪寄付等の条件
を付加することができる。
	 上 訴 制 度
一審判決に対し二審へ，二審判決に対し三審へ，それぞれ 10 日以内に上訴
することができる。日本の控訴・上告のような差異はないが特別要件が必要で
ある（刑訴法 376条）。三審は法律審で書面審理が原則となる。最高裁判所には
調査官制度がなく，裁判官が 80人以上いるので法令解釈を統一するという機
能は発揮しにくいとの指摘が地方裁判所の裁判官からあった。

 特別な手続
手続を簡略化するものとして，①簡易手続（刑訴法 449条），②簡式手続（同
法 273条の），③協商手続（同法 455条の。答弁取引類似）があり，被害者の
参加に関するものとして，私訴類似の④自訴（同法 319条）と付帯民訴（同法
487条）がある。
10 非常救済手続
非常上告類似の非常上訴（刑訴法 441条），事実誤認に対応する再審制度（同
法 420条〜422条）があるが，不利益再審も可能である点は，我が国と異なっ
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ている。
11 観 審 制
日本の裁判員制度と韓国の国民参与制度を参考に立案され，士林地方裁判所
及び嘉義地方裁判所で現在，試行中とのことである。観審員が名であること，
観審員の意見が裁判官を拘束しない点は，裁判員制度と異なっている6)。
Ⅱ 成人刑事施設の状況
成人受刑者の収容施設（刑事施設）として，2014 年月 15 日高雄第二刑務
所を参観するとともに，幹部職員らと親しく懇談することができた。以下は，
その概要である。
 定員・収容人員・看守体制等
同施設は定員 2,700名のところ，当日 2,580名（女性 127名）が収容されて
いた。保安のためにゲートは二重とされており，ゲートのモニターに，当日の
収容人員，それまでの事故数などが電子表示されている。
刑務官は，看守者として各工場に人，夜間は 40人の配置で，監視してい
るとのことであった。各地区に監視カメラが設置されており，中央の管理室
（コントロールセンター）に，そのすべての映像が映し出されており，集中的な
管理が行われていた。また，受刑者の居室エリアには電波妨害装置が設けられ
るなど，外部との電子機器による不正通信の対策も採られていた。
 施設の規律維持の方策
収容者が多いのに事故がほとんどないようなので尋ねたところ，分類処遇の
徹底（作業に必要な能力の確認），健康管理（健康診断・伝染病予防），作業報奨
金の適切な支給に気を配ることなどが挙げられた。
 受刑者の心情への配慮設備等
建物間の細長い敷地を活用して，日本的な庭園が造園され，東屋のような施
設が設けられていた【写真・右上】。ここは，刑務所職員の会議のほか，受刑
者と施設側の懇談会や受刑者の家族との面会などに利用しているとのことであ
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） 陳運財「台湾における人民観審試行条例草案について」論究ジュリスト号（2012
年）90 頁参照。
った。建物に囲まれた広めの中庭には芝
生や花壇などもあるが，中央部の運動場
と思われるところに，旧正月の行事用に
野外ステージとその観客席用に沢山のイ
スが並べられ，アーチ型の屋根が仮設さ
れていた。
 受刑者の健康管理
衛生課，薬局が設けられ，看護師名，薬剤師名が勤務しているとのこと
であった。また，中央管理室の近くに診療室があり，内科，外科のほか歯科，
精神科（週回），産婦人科など日替わりで各科の診療が行われているとのこ
とで，当日は，感染科（HIVなど），心臓内科，一般検査科ということで相当
数の受診者が受診・受診待ちをしていた。一般国民の健康保険では 10％負担
であるが，受刑者は無料とのことであった。
 受刑者の外部交通等
外部通信用の電話，インターネット利用によるテレビ電子接見装置（電話と
テレビモニターのセット）が数台設けられ，これを用いた電子接見が行われて
いる【写真・上】。また，遠隔接見室にもカメラとモニターがあり，被収容者
が病気の場合などのほか，遠隔地の施設（例
えば台北刑務所）とインターネットでの接見
が可能で，受刑者の家族が居住地近くの施設
に出向いて，このモニターを通じて本刑務所
被収容者との接見をすることも行われている
【写真・下】。さらに，遠隔地からの受刑者
への余罪捜査，証人尋問等にも活用され，経
費節減にも相当寄与しているとのことであっ
た。
なお，受刑者への差入れ用の食物類がビニ
ール袋に入れられ，検査待ちの棚に多数並べ
られていた。
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 受刑者の食事
受刑者の食事は，施設内部で作って提供しており，炊事場では，33名の受
刑者が，受刑者全員（約 2,600名）の食事を作っていた。食費は，人当たり
月約 2,000元（食約 20元）ということであった（台湾元のレートは当時 3.5円
程度であったが，物価は我が国の三分の程度である。）。
 受刑者の作業
教育プログラムとして，クリスマスカード
の作成，針金で枠を作り LEDで光らせる装
飾品【写真
・上】，等身大・それ以上の大き
なものもあった。装飾用の番傘（大・中・小），
木工による檜の筆型飾物【写真・下】，水墨
画などの工芸作品の製作が行われていた。い
ずれも仕上げが良く，値の張りそうなもので
あった。
販売用の製品として，北海道の牛乳を輸入
して制作しているヌガー（牛軋糖），クラッカ
ー，それらを梱包するための箱・紙袋製作などを行っている。狭い部屋に多数
の受刑者が相当密集して軽作業に従事していたが，収益が高く，分配金もある
ので，トラブル等はおきていないとのことであった。
菓子製品，特に牛軋糖は人気商品とのことで（試食させてもらったが確かによ
い味であった。），年当たりの売上げはおよそ 1,000万元とのことであった。
そのため，受刑者への作業報奨金も，毎日きちんと働き，成績が良ければ月
万元になる場合もあり，それ以外に，利益の一定額が作業の配分金とされると
のことであった。
	 受刑者の居室
建物は築 20 年であり，受刑者の雑居房は，部屋
畳程度のタイル張で
〜10名が収容されている（元々名の収容定員のところを増やしているため手狭
になっているそうであった。）。その出入口は茶室のように小さい。壁の一面に横
長の大きな窓が切られており内側に格子がはめられている。その窓下，壁際に
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沿って，受刑者の所持品を入れるプラスチック
ケースが置かれ，その横の壁際に布団，ゴザ等
の寝具が積まれ，カバーが掛けられている【写
真・上】。部屋の奥の角に和式便所（低い衝立
あり），水道，流しが設置され，そこに歯ブラシ
が並べられ，大小のバケツ（洗面・歯磨き等にも
使用）が置かれていた【写真	・下】。部屋の入
口付近に，受刑者の氏名・成年月日，罪名，刑
期，受刑開始日，病歴・問題行動歴等が記載さ
れた写真入り名札が掲げられていた。

 分類処遇等
受刑者は級から級に分類され，級ごとに
雑居房が分けられ，級ごとにラジオ聴取，テレ
ビ視聴などに差異が設けられているそうであっ
た。
同施設には，死刑執行設備もあり，死刑囚も収容されている。死刑囚は部
屋に，人収容されており，作業は義務付けられていない。死刑執行時刻は
定められているが，本人に告知されるのは執行直前とのことであった。
第 少 年 法 制
日本の旧少年法（大正少年法）が基礎となっていたようであるが，大幅な改
正が行われ，少年の基本法である少年事件処理法（1962 年制定後，数次の改正
を経て 2005 年最終改正）によって少年事件は扱われている。
Ⅰ 法制度の基本理念
法の目的として，少年の健全な育成の保障，環境の調整，性格の矯正が掲げ
られており（少年事件処理法条。以下，同法は条文のみ表記），保護教育主義が
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とられている7)。
少年の保護事件及び刑事事件は同法によって処理される（条の）。同法
が刑法・刑事訴訟法の特別法となっている。そのほか，少年に関しては，児童
及び少年福利と権益保障法，児童及び少年援助交際防止条例等，少年に関する
特別法もある。
高雄少年及家事法院長の説明によると，台湾においても，厳罰化を求める世
論があり，その背景には，少年犯罪の暴力化への懸念や専門的な処遇に対する
理解の不足があり，彼我の問題状況は共通しているとの指摘もあった。
また，台湾では 1993 年国際条約遵守を宣言し，1997 年に少年事件処理法が
改正され，2009 年以降は，児童の権利に関する条約等は国内法としての効力
をもっているとのことであった。
Ⅱ 対象となる少年
 少 年 年 齢
成人年齢が民事 20歳（民法 12条），刑事 18歳とされており，刑事責任年齢
は 14歳であるが，14歳から 18歳未満は刑の減軽の対象となる（刑法 18条）。
「少年」は 12歳以上 18歳未満とされているが（条），歳以上 12歳未満
の「児童」も少年保護事件の対象となる（85条の）。
 対 象 少 年
⑴ 犯 罪 少 年
14歳から 18歳未満までの罪を犯した少年であり（条号，27条項），刑
事処分あるいは保護処分の対象となる。法文上はすべて「刑罰法令に触れる行
為」とされているので触法少年の要件と共通であるが，14歳以上で有責性が
あれば，犯罪少年として刑事処分の対象となる（27条）。このため，本稿では，
日本の少年法と同様に犯罪少年と触法少年を書き分けている。なお，軍事裁判
に当たる少年犯罪も少年裁判所は扱うことができる（条）。
⑵ 触 法 少 年
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） 条文の訳語等については，九州少年法研究会「資料 台湾少年事件処理法」九大法学
65 巻号 246 頁以下を基本的に参考としている。
12，13歳の刑罰法令に触れる行為をした少年（条号），歳から 12歳未
満の刑罰法令に触れる行為をした児童（85条の）であり，いずれも保護処分
の対象となる。なお，歳未満の場合は少年司法の対象とならず，家庭教育の
問題となる（歳で少年院に入ることもあり得るとのことであった）。
⑶ 虞 犯 少 年
12歳以上 18歳未満で，虞犯事由があり，その性格又は環境に照らして犯
罪・触法行為をする虞がある少年（条号）であり，保護処分の対象となる。
虞犯事由は，
① 犯罪性ある者と常に交際すること
② 少年にとっていかがわしい場所に常に出入りすること
③ 常に不登校又は家出すること
④ 不良の組織に参加すること
⑤ 正当な理由なく常に刀剣その他の武器を携帯すること
⑥ 麻薬及び薬物使用，犯罪の予備・未遂であるが罰則のない行為をするこ
と
であり，日本法の虞犯事由（少年法条項号）と類似している。
なお，精神障害のある少年の場合は，医師の診断や診療記録により，医療的
な対応や特別教育の対応をするが，後述する治療のための監護処分が可能であ
る（42条項号）。なお，高雄少年及家事法院では，病院と提携しており，
医師の助力を得ており，学習障害の場合などは，高雄市特別教育センターの協
力を得ているとのことであった。
Ⅲ 少年事件の担当機関等
 少年裁判所（少年法院）
少年事件は，少年裁判所の専属管轄であるが，専門の「少年裁判所」は高雄
（少年及家事法院。家庭裁判所）にのみに置かれているので，他の地区では地方
裁判所（地方法院）の少年部（少年廷）が少年事件を担当している（条）。
少年裁判所の所長・部長・裁判官，少年部の部長・裁判官は，原則として少
年事件の専任であるが，一般の裁判官うち，少年保護に関する学識，経験，熱
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意を持っている者から特別に選抜される（条)8)。
少年裁判所には，刑事部，保護部，調査保護課，公設付添人室，心理判定員，
心理補導員・補佐員が配置される（条の，条の）。
少年調査官は，少年保護事件に関する資料の調査・収集，少年観護所収容中
の少年の調査等を行い，審理期日に出席し調査及び処遇の意見を述べる（	条
項，39条）。少年調査官は，心理学，刑事学，社会学などの専門科目がある
国家試験合格後，〜
月の実務研修やか月ごとの事例研修などを受けるほ
か，毎年，特別なテーマの研修の受講も義務付けられている。少年の心理状態
については心理判定員，心理補導員等の協力を求めることができる。心理判定
員には，性犯罪者のリスクアセスメントなどの特別研修も行われている。
少年保護官は，保護処分の執行等を行う（	条項）。少年保護官にも，心
理学，法学，社会学などの専門科目がある国家試験合格後，実務研修と特別な
テーマの研修の受講が義務付けられている。
少年調査官，少年保護官はいずれも，裁判官の監督に従って執務する（	条
項）。
心理判定員，心理補導員等は，少年調査官，少年保護官の監督に従う（11
条）。
なお，警察官，検察官，少年調査官，裁判官が少年事件を捜査・調査・審理
するときには，少年に対し，犯罪事実・虞犯事由を告知してその陳述を聴取す
るとともに，付添人選任権を告げることが義務付けられている（条の）。
 付添人（輔佐人）
⑴ 付添人の役割・資格
付添人は，少年の手続上の権利を保障するほか，少年裁判所に協力して，少
年の健全な成長を促さなければならない（31条の）。弁護士資格のない者を
付添人に選任するには，少年裁判所の許可を要する（31条の）。少年保護事
件の付添人については，保護事件の性質に反しない限り，刑事訴訟法の弁護人
に関する規定が準用される（31条項）。
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） 少年裁判所の裁判官には，①学位取得，②論文執筆，③年以内に 48 時間の専門的講
習受講による専門証明書が必要とされている。
⑵ 私選付添人
少年，少年の法定代理人，事実上の保護者（以下「法定代理人等」という。）
は，いつでも付添人を選任できる（31条項）。
⑶ 国選付添人
短期年以上の有期懲役刑に当たる事件で付添人がいない場合，その他，裁
判所が必要があると認めるとき，選任された付添人が正当な理由なく出廷しな
いとき，には，少年裁判所が指定して付添人とする（31条項・項）。裁判
所は公設事務所の付添人，法律扶助基金会の付添人を指定することになる。
⑷ 付添人の権限
勾留中の少年との接見交通，家族等との面会，調査，証拠収集を行い，審理
期日出席（32条項），証拠（証拠物・書類等）の閲覧・謄写，証拠調べの申立，
意見陳述，抗告，異議申立等ができる。また，刑訴法 245条項の準用により，
付添人は，警察・検察の取調べへの立会い，意見を述べることができる。
なお，付添人としては，少年事件では真実追及とともに，関係者との意思疎
通・信頼関係構築に重きをおいているとの弁護士からの説明があった。
Ⅳ 事 件 受 理
 受理の種類
警察，検察官からの事件送致（移送），少年の監督者，学校，少年保護事業
の機構の請求，一般人からの報告（17条，18条）がある。
 身 柄 保 全
逮捕された少年を少年裁判所が受理した場合に以下の措置がとられる。
⑴ 責 付
少年の家長，親族，少年保護の機構等に少年を引き渡し，最終処分の前に少
年調査官の適切な補導に付すこともできる（26条号）。
⑵ 収 容
決定で少年観護所に送致し（26条号），初回か月以内，延長回か月
以内の収容が可能である（26条の）。少年観護所への収容は，我が国の少年
鑑別所送致による観護措置（少年法 17条項号）に類似しているが，収容中
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の心身鑑別の制度がない点が大きく異なっている。
Ⅴ 調 査
 少年調査官の調査
少年裁判所は，受理した少年事件について，まず少年調査官に，少年とその
事件に関して，少年の事件に関する行為，人格，経歴，心身の状況，家庭状況，
社会環境，教育程度等，必要な事項を調査させ，その意見を付した報告書を提
出させる9)。調査報告書は唯一の証拠ではなく，裁判官の事実認定を拘束はし
ない（19条）。しかし，少年裁判所は，少年調査官が審判期日で述べた意見を
採用しないときは，決定書にその理由を記載しなければならない（39条項）。
 調査の方法
少年保護事件は単独の裁判官で審理できる（20条）。裁判官，調査官は，必
要に応じて少年，保護者等を呼び出すことができ，正当な理由なく応じない者
は同行させることができる（21条，22条）。少年裁判所は，調査においても，
関係機関に必要な援助を求めることができる（25条)10)。
少年裁判所は，調査を非公開手続で行うが，少年の親戚，教師，少年保護に
関係する者の在席を許可することはできる（34条）。
 調査結果による保護処分以外の措置等
調査の結果，保護処分の理由がない，他の理由で審理に付すのが相当でない
場合には，不審理決定が行われる（28条）。不審理決定は，審判不開始決定に
相当するが，少年の心神喪失を理由とする場合には，「少年を適切な施設に収
容して治療を受けさせることができる」との条項（同条項）が設けられてい
るので，責任無能力少年のうち心神喪失者の処遇（田宮裕 = 廣瀬健二『注釈少年
法〔第版〕』61 頁参照）については立法的に解決されている。
調査の結果，情状が軽微であるため，審理に付さず，以下の処分（転向送致
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	） 少年調査官は前記のように専門的な知識を有し〜名のグループでの調査も行うが，
被害者調査は行っていないとのことであった。
10） 高雄少年及家事法院の少年保護官は，病院と連携し，薬物使用少年については，薬物
検査を受けさせ，法学・医学的見地から処遇・治療効果を確認しながら処分を検討して
いるとのことであった。
決定）をすることができる（29条項）。
① 少年福祉機関・教育機関に送致し補導委託（同項号）
② 少年の法定代理人・保護者に引き渡しその訓育に付すこと（同項号）
③ 訓戒すること（同項号）
以上の処分は少年調査官が執行する（同条項）。
少年が正当な理由なく，上記①〜③の補導，訓育，訓戒を受けないときは，
少年保護官，少年の法定代理人等，受託福祉機関は，①少年裁判所に勧告書の
発付，②勧告の効果がないときは，少年の観察のため少年観護所への日以内
の留置観察処分を申請できる（55条の）。
これらの処分は，決定から年以内の執行が義務付けられ，不執行の場合は
執行を免除される（57条項）。
また，少年裁判所は，前記①等の決定に先立ち，その情状を斟酌し被害者の
同意を得て，以下の措置をとることができる（29条項）。
 被害者への謝罪（同項号）
 反省文提出（同項号）
 損害賠償（同項号）
上記の損害賠償金支払いについては，少年の法定代理人が連帯責任を負い，
その命令が債務名義となる（同条項）。
【科学調査施設】
高雄少年及家事法院には，心理判定室が
あり，箱庭療法等に用いる砂箱，人形，家
具，建物などのミニチュアが多数揃ってい
る。隣室がマルチメデイア室とされ，心理
判定室の仕切りの壁には大きなマジックミ
ラーが設置されている【写真 10】〔中央は
高雄少年及家事法院陳美燕院長〕。
Ⅵ 審 判
少年裁判所は調査の結果，保護処分を相当と認める場合に審判を開始する
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（30条）。
 付 添 人
審判においては，少年は付添人を選任することができ，付添人は原則弁護士
である（31条項）。
短期年以上の有期刑の罪，その他，裁判官が必要と認める場合には，付添
人の立会が審判には必要となる（31条項）。付添人がいないときは，裁判官
が公設付添人を含む弁護士を選任する。付添人の正当な理由のない不出廷の場
合も同様に選任する（同条項）。
 審 判 期 日
少年裁判所は，少年，法定代理人等，付添人の準備の都合を考慮して審判期
日を定め，少年らを呼び出し，付添人に通知する（32条項・項）。
審判期日には，裁判官，書記官が出席し（33条），非公開で手続が進められ
るが，調査同様，少年の親族等の在席は許可することができる（34条）。
被害者の審判傍聴等を認める規定はないが，刑事訴訟法を準用し，裁判官が
具体的な事情を考慮し，裁量によって被害者等の傍聴の可否を決めているとの
ことであった。
なお，検察官の審判出席は認められていない。
 審 理
審理は懇切を旨とし，なごやかに行う。裁判官は，事件の性質，少年の心身，
環境状況を考慮して裁判所外で審判を行うこともできる（35条）。
審判では，必要な証拠調べを行う（37条項）。
少年を尋問するときは，少年の法定代理人，保護者，付添人に意見陳述の機
会を与えなければならない（36条）。少年裁判所は，必要に応じて，少年の陳
述の際，少年以外の者の退席，少年以外の者の陳述の際，少年の退席を行うこ
とができる（38条）。
少年調査官は，審判期日に出席し，調査及び処遇に関する意見を述べなけれ
ばならない（39条項）。なお，少年裁判所は，少年調査官の意見を採用しな
いときは決定書にその理由を記載しなければならない（同条項）。
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【少年審判廷】
①高雄少年及家事法院（家庭裁判所）
【写真 11・上】，②台南地方法院（地方裁
判所）【写真 12・下】の少年審判廷を見学
することができたが，ほぼ同じ作りであっ
た。審判廷には，法壇はなく，丸みを帯び
た長方形の机を囲んで，裁判官，書記官，
付添人，調査官と少年・保護者が着席する。
許可を受けた親族，学校関係者等は少し離
れた傍聴席に座る。テレビモニターが設置
されており，裁判官の許可を得れば，被害
者等はビデオリンクで直接会わないで証言
し，審判の状況も別室から見ることができ
る。なお，審判廷には壁際に書棚が置かれ，
少年に配付する教材用の図書（論語，中庸等）が入れられていた。
②の審判廷は地下の待合室との直通廊下
でつながっている【写真 13】。少年審判・
刑事裁判のために少年観護所から出廷した
少年は，地下の待合室（候審室）で待つこ
とになる。なお，成人とは必ず別の車両に
よるが，少年は審判日に応じて同じ車両で
押送される。待合室【写真 14】として，
男女それぞれの部屋と保護室があり，女子
用の部屋は明るめのピンク色であった。ド
アには小窓があり，本の出し入れなどがで
き，テーブル，椅子も置かれ読み書きがで
きるようになっている。保護室には危険防
止のため壁等に緩衝材が入れられており，
便所もある。
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Ⅶ 保 護 処 分
 保護処分の種類
保護処分には，以下のとおり，訓戒，保護観察，収容補導，感化教育がある
（42条項）。保護処分を決定する理由，事実の認定はいずれも証拠に基づく判
断による（37条項）。
⑴ 訓戒（42条項号）
訓戒は回の教育指導として行う。訓戒の執行には，法定代理人，保護者，
付添人を出席させ，反省文を書かせることもできる（50条項・項）。訓戒
には休日生活補導を受けさせることを付加できる。この生活補導は，少年に対
し個別的，集団的に道徳教育を施し，学業，職業を指導し，労働に従事させ，
勤勉の習慣・遵法精神を涵養するため，回から 10 回まで，少年保護官が効
果を考えて行う（50条項）。前記補導について，少年裁判所は，少年を機関，
団体，個人に委託するとともに，少年保護官の指導を受けさせることができる
（同条項）。
また，少年が正当な理由なく，号の訓戒等を受けないときは，少年保護官，
少年の法定代理人，保護者，受託機関は，少年裁判所に，①勧告書の発付を申
請でき，②勧告の効果がないときは，少年を観察のため少年観護所に日以内
の留置観察処分を申請できる（55条の）。
前記訓戒・生活補導，留置観察処分は，決定から年以内の執行が義務付け
られ，不執行の場合は執行が免除される（57条項）。
⑵ 保護観察（42条項号）
少年の保護観察は，少年の問題性を低中高に分類し，原則
か月から年の
期間，少年保護官が以下のように行う。
少年に遵守事項を告知し，少年との接触を保ち，その行動を重視するととも
に，少年の法定代理人，保護者と話し合い，調整を行いながら，少年に指示を
与え，少年の教養・病気治療・就職・環境改善に関する指導を行う（51 条
項・項）。少年保護官の意見により，少年裁判所は，保護観察を福祉・教育
機関，慈善団体，親族その他の者に委託し，少年保護官の指導と併せて行わせ
ることができる（同条項）。
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少年保護官は，保護観察を
か月以上執行して，効果が明らかで継続の必要
がない場合には少年裁判所にその執行の免除の申請ができる。少年，少年の法
定代理人，保護者も少年保護官にこの申請を請求できる（55条項・項）。
他方，保護観察中の少年が遵守事項に違反し，回以上勧告に従わず，観察の
必要があるときは，少年保護官は，少年裁判所に少年観護所への日以内の留
置観察処分を申請できる（同条項）。保護観察中の少年が，留置観察処分を
受けた後，再び違反をし，あるいは，重大な遵守事項違反をし，保護観察では
改善不能と認めるときには，少年保護官は，少年裁判所に対して，保護観察を
取消し，残りの期間（
月未満の場合は
月まで），感化教育施設に収容して感
化教育を受けさせることを申請できる（同条項）。前記留置観察処分は，決
定から年以内の執行が義務付けられ，不執行の場合は執行が免除される（57
条項）。
保護観察による労働は，少年保護官が，補導の効果に基づいて，時間以上
50 時間以内の期間を定めて実施させる（55条の）。
なお，保護観察の期間は年を超えることができない（53条)11)。
⑶ 収容補導（42条項号）
福祉・教育機関の施設に収容しての補導は，その行為の性質，心身の状況，
教育の程度，その他必要な事項に応じて，少年を分類し，その少年に相応しい
福祉・教育機関で執行するとともに，少年裁判所の指導を受けさせる（52条）。
その期間はか月以上年以下とされている（55条の第項）。少年，少年
の法定代理人，保護者は，少年裁判所に，①この収容処分がか月以上執行さ
れて，効果が明らかで継続の必要がないと認めるときは，執行の免除（同条
項），収容機関の変更の必要があると思料するときは，機関の変更（同条
項），③期間満了後，処分継続の必要があると思料するときは，回年以内
の執行の延長（同条項）をそれぞれ申請できる。
少年が正当な理由なく収容補導を受けないときは，少年保護官，少年の法定
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11） 性犯罪のアセスメントで危険と判定された少年は，高雄では，市の性犯罪防止センタ
ーに通報され，少年保護官が監督し，
週間，グループ治療が行われ，終了後，合格と
なれば，少年保護官の監督となるとのことであった。
代理人，保護者，収容機関は，少年裁判所に対し，①勧告書の発付，②勧告の
効果がないときは，少年の観察のため少年観護所への日以内の留置観察処分
を申請できる（55条の）。
収容補導中の少年が重大な遵守事項違反をし，又は留置観察処分を受けた後，
再び違反し，収容補導ではその改善不能と思料するときは，少年の法定代理人，
保護者は，少年裁判所に，収容補導を取消し，残りの期間（
月未満の場合は

月まで），感化教育施設に収容して感化教育を受けさせることを申請できる
（55条の第項）。
⑷ 感化教育施設収容（42条項号）
感化教育（感化院・学校等での教育）についても，少年を収容補導の場合と同
様に分類し，その少年に相応しい感化教育機関で執行するとともに，少年裁判
所の指導を受けさせる（52条）。感化教育の期間は年を超えることができな
い（53条）。感化教育の執行
か月経過以降は，少年保護官，その執行機関は，
執行継続の必要がなくなった場合，執行の免除又は停止を申請できる（56条
項）。少年，少年の法定代理人，保護者も少年保護官にこの申請を請求できる
（同条項）。この申請により感化教育の執行を停止された者は，残りの期間，
保護観察に付される（同条項）。
 保護処分の付随処分・効果等
これらの処分の前，あるいは同時に，アルコール中毒，覚せい剤等の常習者
に対する施設収容しての禁絶処分，身体・精神に障害がある場合に施設収容し
ての治療処分に付すことができる（42条項）。42条項号〜号の処分の
執行は満 21歳に達するまで継続することができる（54条）。禁絶処分，治療処
分の期間は，禁絶・治療の終了又は 20歳に達するまでである（58条項）。ま
た，これらの処分執行により保護処分執行継続の必要がなくなった場合はその
執行を免除できる（同条項）。
なお，42条項号以下の処分は，執行すべき日から年経過しても執行
されなかったときは，少年裁判所の許可がなければ執行することができなくな
る（57条項）。
補導委託，保護処分，留置観察執行のため必要なときは，少年裁判所裁判官
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は，少年に対する呼出状，同行状の発付，関係機関に捜索協力の依頼ができる
（59条項）。保護処分執行のため必要なとき，少年保護官は，少年に対する呼
出状を発付できる（同条項）。
なお，犯罪少年に対する保護処分には訴追・処罰の遮断効がある（69条）。
 試験観察・補導委託
少年裁判所は，保護処分の要否，保護処分の種類を決定するため必要がある
と認めるときは，
か月以内，少年調査官の観察に付す決定ができる（44条
項）。少年裁判所は，職権又は少年調査官の請求によってその観察の期間を変
更し，又は，停止することができる（同条項）。試験観察中，少年を適当な
機関・学校・団体・個人に委託し，少年調査官の指導を受けさせることができ
る（同条項）。少年調査官は，その観察の結果を，意見を付した報告書とし
て提出しなければならない（同条項）。
Ⅷ 保護処分以外の決定
 不審理決定（28条）
調査の結果，保護処分の理由がない，他の理由で審理に付すのが相当でない
場合に行われる。
 不処分決定
審理の結果，保護処分に付すことができないか，その必要性がないと認める
ときに行われるが，先立って後記被害者への謝罪，反省文提出，損害賠
償命令の措置を執ることができる（41条）。
不処分の場合にも 28条項が準用されている（41条項）ので同様な立法
的解決が図られている。
 検察官送致（27条，40条）
犯行時 14歳以上の犯罪少年に限られ，以下の種類がある（27条項）。
⑴ 絶対的刑事事件
重罪（短期年以上の有期禁錮以上に当たる罪（27条項号））であり，「送
致しなければならない」との義務付け規定である（同条項）。なお，同項
号は年超検送に相当する規定であるが，「事件が係属する前に満 18歳に達した
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者」と受理時が基準となっている。
⑵ 相対的刑事事件
犯罪の情状が重大で，行為時の年齢，少年の品行，性格，経歴等を考慮し刑
事処分相当な場合（同条項号）である。「検察官に送致することができる。」
という裁量・権限規定となっている。
【士林地方法院（地方裁判所）の少年事件担当裁判官に対する聴取結果】
その概要は以下のとおりである。
上記⑵相対的刑事事件の場合，法文どおり，犯罪の情状の重大性，少年の情況
を考慮するが，逆送すると時間がかかるのでその間に適切な保護を加えた方がよ
いと考え，ほとんど保護処分を原則とする運用をしている。
検送した事例として以下の紹介があった。
［事例①］重傷害（ナイフで被害者の手首を切り落とした。懲役年〜10 年相当）
普段から母を殴る，学校でトラブルを起こすなど少年の生活態度にも問題があ
り，被害者との和解もできず賠償等もしていなかった。
検察官送致決定に父が抗告したが，高等法院で棄却され，検察官が起訴し，公
判審理には，共犯者がいたこともあって年かかった。
［同事例②］強姦，売春強要等（懲役年〜10 年相当）
耳の聞こえない障害者（特殊学級生徒）の少女をうそのメールで少年らの家に
呼び出して実行したが，呼び出させた正犯は成人である。少年らも同様に特殊学
級であり，被害少女は人である。少年は違法薬物を使用しており，学校での素
行も良くなかったが，強姦の実行はしていなかった。
逆送後，起訴され，少年裁判所では懲役年の実刑判決を受けたが，抗告後，
特別の事情があるとして，高等法院では，懲役年に減軽された。
裁判官は調査・審判・逆送決定，起訴後の公判審理も担当できる。少年であっ
ても，自己の犯行に責任はとるべきであること，少年刑務所が少年院と比較して
も，少年の改善更生に有益で，保護処分とほとんど変わらないので，刑を言い渡
すことに抵抗は感じていない。
法 42条項の治療処分については，実際の治療施設がないので用いられていな
い。違法薬物取締法により薬物犯罪が分類され，禁絶処分が規定されているので，
そちらを科し，こと足りている。
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Ⅸ 処分決定に対する不服申立
少年裁判所の少年調査官の補導処分の決定（26 条号），検察官送致決定
（27 条項・項，40 条），不処分の付随決定（29 条項），保護処分決定（42
条），留置観察処分決定（55条項，55条の），感化教育処分決定（55条項），
収容補導延長決定（55条の第項），感化教育処分決定（55条の第項），
感化教育処分の執行・継続決定（56条項・項），費用負担の決定（60条）に
対して，少年，法定代理人，保護者，付添人は，10 日以内（64条）に上級裁
判所に抗告できる（61条）。なお，付添人は，その選任者の明示の意思に反し
て抗告することはできない（61条但書）。
また，被害者，その法定代理人は，少年裁判所の不審理決定（28条項），
補導委託，保護者引き渡し，訓戒処分付き不審理決定（29条項），不処分決
定（41条），保護処分決定（42条項）に対して抗告することができる（62条）。
なお，被害者が死亡，その他事実上の原因で抗告することができないときは，
その配偶者，直系親族，親等内の血族，親等内の姻族，家長・家族も抗告
することができる（62条項）。
再抗告は認められていないので，成人の刑事裁判と異なり二審制である（63
条）。不利益変更禁止も成人の刑事上訴と異なり，抗告理由についての制限は
ほとんどないとのことであった。
Ⅹ 再 審
 保護処分に対する再審
保護処分確定後，①決定に影響する重大な法令適用の誤り，②確実な新証拠
の発見により保護処分に付すのが相当でないと認められる場合，③刑訴法上の
再審事由（刑訴法 420条項号・号・号・号）がある場合の一つがあり，
保護処分に付すのが相当でないと認めるときは，少年保護官，少年，少年の法
定代理人，保護者，付添人は，少年裁判所に対し，再審を請求することができ
る（64条の第項）。
保護処分をした少年裁判所は，前記の各事由を発見すれば，職権で再審の
決定ができる（同条項）。
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保護処分の執行終了後，再審の結果，刑事訴追相当である場合にもその不利
益を少年に及ぼさないように少年裁判所は，検察官送致してはならない（同条
項）。犯罪少年に対する保護処分には，訴追遮断効があるが（69条），再審に
より保護処分が取消されると遮断効がなくなるので，逆送を制限するものと思
われる。
 不処分決定に対する再審
不処分決定確定後，①前記刑訴法上の再審事由（号）あるいは②少年の自
白又は確実な新証拠の発見により，少年に犯罪行為・触法・虞犯事由があり
（号），保護処分相当と認められる場合，被害者，その法定代理人は再審請求
をすることができる（64条の第項）。
不処分決定をした少年裁判所は，の各事由を発見すれば，職権で再審の決
定をすることができる（同条項）。
この再審は，不処分決定確定後，年経過後は行うことができない（同条
項）。
Ⅺ 少年の刑事事件
捜査・公判の手続は原則として成人同様であり，公判は，重罪は人の合議
体，それ以外は単独の審理であるが，少年事件処理法の規定を準用し（70条），
以下の例外がある。なお，少年事件は警察の「少年隊」が扱う。その隊員に特
別の資格はないが，毎年，少年事件についての講習・研修の受講義務があり，
高雄では少年裁判所との連携の協議会も行われているとのことである。
 少年裁判所先議
検察官，警察官，裁判所は，前記犯罪・触法・虞犯少年の事件は，少年裁判
所への移送が義務付けられ（18条項），少年犯罪に対する訴追・処罰は検察
官送致された事件（27条）に限られる（65条項）。
検察官は，検察官送致決定を受けると，直ちに捜査を開始したうえ（66条），
少年裁判所に起訴するか，不起訴処分（起訴猶予を含む。刑法 57条）として少
年裁判所に少年保護事件として再送致するかを決定することができる（67条
項)12)。我が国と異なり，起訴強制の制度はないが，再度，少年裁判所から送
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致された場合には再度の送致はできない（同条項）。この点，理論的には，
検察官は，長期年以下の懲役に当たる罪で情状が許す場合には起訴猶予とし
て少年裁判所に再送致することが可能であり，再送致を受けた少年裁判所は，
調査の結果，再度検察官に送致することも可能ではあるが（67条），この不起
訴・再送致は，実務上，ほとんど行われていないとのことであった。
犯罪行為後，18歳に達した場合にも少年として扱われるが（65条項），少
年裁判所係属前に 18歳に達している者は，前述のように年超検送されるので
（27条項号），保護処分は少年裁判所受理時が基準とされる。
なお，検察官の起訴は少年裁判所になされ，検察官送致した裁判官がその刑
事事件を担当するので，実質的には保護処分と具体的な刑の決定までを同じ裁
判官が選択できることになる。
 勾留の特則
少年は，やむを得ない場合でなければ，勾留することができず（71条項），
20歳まで少年観護所への拘禁とされる（同条項）。少年裁判所の調査による
拘束は未決勾留日数として本刑に算入できる（同条項）。
 調査手続の準用（70条）
①少年調査官が再調査を行う（19条）。②少年調査官が出廷し意見を陳述す
る（39条）。③少年の法定代理人，保護者，付添人が法廷に出頭し意見を述べ
る（36条）。④裁判官は懇切を旨としなごやかに審理を行う（35条）。
 個別処理の原則
少年に対する捜査，審判は，他の被疑者，被告人と分離する必要がある（72
条）。しかし，一般の刑事事件との分離審判が著しく困難である場合，対質の
必要がある場合には例外とされている（72条但書）。
 公判手続の特則
少年審判は非公開が原則である（34条）。少年の刑事公判は，非公開とする
ことができるが（73条項），少年の親族，教員等の傍聴は認めることができ
る（73条項，34条但書）。もっとも，少年，少年の法定代理人，保護者が公
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12） 少年事件担当の検察官に，特別な資格は要求されないが，少年事件処理法の講習は受
けているとのことであった。
開を求めるときには非公開とできないとされている（73条項）。少年の公判
は，少年の親族及び少年自身が公開を求める場合のほかは，非公開で行われる。
メディアの公開要請には応じていない13)。
被害者等の尋問はビデオリンクで行わ
れることも多く，法廷にはテレビモニタ
ーが常設され【写真 15】〔左下は女性判事〕，
被害者が隣室からマジックミラー越しに，
ソーシャルワーカー同席の下，法廷の様
子をみることもできるようになっている。
なお，被害者からの自訴は少年事件で
はできない（65条項）。
【法廷の状況】
高雄少年及家事法院の法廷【写真 16・上】
には，テレビモニターが設置され，少年は在
廷し被害者等は別室から証言するビデオリン
クシステムが導入されている。少年と被害者
が直接会うべき
ではないときな
どに利用されて
いる。
被害者保護のため特別の部屋が法廷の脇に設けら
れており，ビデオリンクの際に利用するほか，ソー
シャルワーカーが，被害者と裁判の様子を見るとき
にも使用されている。台南地方法院には家事法廷に
も同様の設備があった【写真 17】。
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13） マスメディアの公開要請には応じていないが（83条項），刑事公判は公開される場
合も多いようである。検察官から，性犯罪については公開されているが（性犯罪防止法
の特則），すべてを公開すべきかについては疑問も感じているとの指摘があった。
 非公表の原則
何人も方法を問わず，少年事件について，調査審判を受ける少年又は刑事公
判の被告人であることを推知できるような記事又は写真を掲載することができ
ず，違反者は関係機関が処罰する（83条）。この処罰とは，関係法令により関
係機関が行政処分をすることである14)。
 刑の減軽・緩和
⑴ 少年に対しては，死刑・無期懲役刑を科すことはできず，無期懲役とな
る場合にはその刑を減軽する（刑法 18条・63条)15)。少年に対しては，公権16)
剥奪の宣告は行わない（78条項）。刑の執行を受け終わり，又は執行の免除
を受けた少年は，公権の資格に関する法令の適用については犯罪を犯さなかっ
たものとみなされる（同条項）。
⑵ 少年は，刑の執行猶予の対象が，成人（年以下の刑）よりも拡大され
ている（年以下の刑・79条）。仮釈放の要件は，少年に改悛の実証があれば無
期懲役については年，有期懲役についてはその刑の分のの経過に緩和さ
れている（81条項）。
執行猶予中，仮釈放中の少年は，少年保護官の保護観察に付される（82条
項）。
⑶ 長期 10 年以下の有期懲役に当たる罪を犯した少年は，公判審理によっ
て，情状が明らかに軽く，酌量減軽しても刑が重過ぎ，保護処分相当と認める
場合には，その刑を免除し，保護処分（42条項号〜号）とし，同時に禁
絶処分・治療処分（同条項）の言い渡しをすることができる（74条項）。こ
の規定により精神障害の場合も保護処分にして治療等を行うことが理論的には
できることになる。
⑷ 刑の執行を受け終わり，又はその執行の免除を受けた少年は年を経過
したときは，刑の言い渡しを受けなかったものとみなされる（83 条の第
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14） 少年事件の判決書は公開されているが，その中の個人識別可能な情報の除去の必要性
が議論されているとのことであった。
15） 但し，尊属殺人罪（刑法 272条）は減軽することができない（刑法 63条項）。
16） 公権とは，公務員となる資格及び公職の被選挙権である。
項）。保護処分の場合も同様である（同条項）。なお，補導委託等（29条項）
の処分は執行終了年の経過により，不審理決定・不処分決定は確定時に，そ
れぞれ同様の効果が生じる（83条の第項）。
その関係記録は廃棄が義務付けられ（同条項），少年の利益のため，又は
その同意がない限り，その記録・資料の利用・提供は禁止される（同条項）。
これらに違反した者は，
か月以下の有期懲役，拘留，罰金に処される（83条
の）。
Ⅻ 少年に対する処遇等の特則
 収 容 処 分
少年を少年観護所に収容する。台北市，台南市には独立した施設があるが，
それ以外は，監獄に付設された施設である。
 保護処分の執行
訓戒，休日生活補導，保護観察，義務労働などは，少年裁判所所属の少年保
護官が執行している。福祉・教養機関の収容補導は，内政部と県・市政府の司
法安置機構，公立の施設は新竹少年の家，雲林の教養院，各地の仁愛の家等，
私立は救世軍などで行われている。これらの処遇は，我が国の児童自立支援施
設送致に実質類似しているとのことであった。
 感 化 教 育
法務省に所属する誠正中学，桃園・彰化少年輔育院等で行われている。教育
的な処遇であり，我が国の少年院の教育と類似している。施設の選定，収容期
間は
か月〜年の間で裁判官が決定するが，品行方正であると早期に仮退院
となる。収容期間は年から年程度が平均とのことであった。
詳細は，後述の誠正中学の項参照。
 刑 事 処 分
高雄の明陽中学などの矯正学校（少年刑務所）で実施している。少年受刑者
については，少年刑務所（監獄）に拘禁（監獄付設の少年監の場合は成人と厳格
に区分）すること（監獄法条），犯罪原因，動機，性行，境遇，学歴，経歴，
心身の状況，行刑参考事項等を監獄に通知すること（監獄法条），徳性と品性
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の陶冶，社会生活に必要な科学教育，技能訓練を実施すること（監獄法 39条
項）に配慮することが義務付けられている（80条）。
詳細は，後述の明陽中学の項参照。
なお，少年にも罰金刑を科すことができ，少年が罰金を払えない場合には労
役に換えることができるが（刑法 42条），実際には日
時間の社会奉仕をさ
せている。
 児童の処分
12歳以下は台湾更生保護会に属する児童学苑（家庭式の感化教育）等で行わ
れている。その執行は，児童福利法の規定を斟酌し，行政院が司法院と協議し
て公布した規則に従って行われる（85条の第項）。もっとも歳未満は家
庭教育に任せることになる。
 外国人少年
補導委託等（29条項），保護処分を受け，執行猶予期間中保護観察に付さ
れた外国人少年は，処分に代えて退去強制をすることができる（83条の）。
 保 護 者 等
少年の法定代理人，監護者が教養義務を十分果たさなかったため，少年が犯
罪・触法行為（条項），虞犯行為（同条項）をして，保護処分又は刑の言
い渡しを受けたときは，少年裁判所は，時間以上 50 時間以下の教養に関す
る講習を受けさせることができる（84条項）。不受講等には過料の制裁が科
され，更に氏名の公示もなされる（同条項〜項）。
	 有 責 成 人
少年に対する犯罪の教唆，幇助，利用，共同実行した成人に対しては，その
犯した罪により，その刑の分のまで加重する（85条項）。また，少年裁
判所は，その成人に少年に対する教養費用負担，氏名の公示をすることもでき
る（同条項）。

 施行細則（86条）
少年事件処理法の施行細則は司法院が行政院と協議して定める（同条項）。
少年保護事件審理細則は司法院が定める（同条項）。少年保護事件執行規則
は，行政院が司法院と協議して定める（同条項）。少年の不良行為及び虞犯
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の予防規則は，内政部が法務部及び教育部と協議して定める（同条項）。
 少年矯正施設の状況
今回の調査では，少年刑務所に相当する高雄にある明陽中学と少年院に相当
する新竹にある誠正中学を，それぞれ視察するとともに，明陽中学陳宏義校長，
誠正中学顔弘洛校長以下の関係職員等と懇談して詳細な説明を受けることがで
きた。以下，その概要を紹介する。
 明陽中学（少年刑務所）
この施設は 1956 年創設されたが，
1981 年に高雄少年輔育院（少年院）と
なり，1999 年に明陽中学に名称変更
され，少年刑務所として利用されてい
る。少年院であったため，明るく，広
く，学校的な柔らかい雰囲気が残って
いる【写真 18・19】。
⑴ 施設の概要
 職員組織・指導体制
校長の下に副校長・秘書がおり，その下に
教務課，学生課，カウンセリング課，警備課，
医務課，総務課，人事課，主計課，処遇倫理
課が配置されている。
教職員は 124人で，各クラス（25人以下）
に担任教官，指導教官，教官の人による指導体制がとられている。
 収容対象の少年（以下「学生」という）
犯罪時 14歳〜18歳未満の少年で有罪が確定した者であり，23歳までは収容
できる。それを超えた者は別の刑務所に移送されて残りの刑期を務めることに
なる。そのため，収容者の年齢は 15歳〜23歳（高校修了から大学くらいの者）
となっている。
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 収 容 状 況
2014 年月現在の収容人員は男子 241人，女子 18人（うち	人は付設の分所
収容）である。そのほとんどが高校生で，中学生該当者人である。施設の収
容可能人員は，物理的には 800人程度だが，処遇効果を考えると 370人程度と
のことであった。
受刑の罪名は，強盗 29.2％，強姦 17.6％，殺人 8.2％，傷害致死 7.9％の順
であるが，薬物事犯 25.8％が二番目に多い。
学生の刑期は，年〜年 8.6％，年〜
年 53.2％，
年〜	年 23.6％，
	年〜12 年 3.4％，15 年以上 5.5％（平均約 2.5 年）である。なお，刑期の上
限は 30 年で裁判官が刑期を決定する。
収容の上限は 23歳，学生の年齢で一番多いのは 20歳，学生の 65.5％が初
犯者，34.5％が再犯者で，学生は台中地方出身が一番多いとのことであった。
学生の家庭環境は，父母離婚 46.4％，父母の一方不詳 1.9％，父母別居
1.5％，母未婚 0.7％であり，父母婚姻同居 29.2％である。少年犯罪と家庭環
境の問題との相関性が実感されるとのこ
とであった。
 建物の配置等
正門を入ると，ロの字型に建物が配置
され，バスケットボールコート面と広
い芝生の校庭を囲んでおり，建物の間は
渡り廊下でつながれている。正面には池
があり鯉が泳いでいた。南国らしく，椰
子やバナナなどが植栽され，中庭の周り
の植木にデンドロビュームなどの洋蘭が
着生させてあった【写真 20〜22】。
 食 堂
丸テーブルとイスが配置されており，
収容者は集合して食事をする。大きな鍋
から配膳されるそうであった。
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 医療・衛生
医務室があり，月曜日が歯科と家庭医，木曜日が家庭医，隔週金曜日が精神
科，水曜日が外科など，外部からの派遣医師による診察が行われているとのこ
とであった。
 浴場は，タイル張りでシャワーが設置されている。
 生活棟（学生舎房）の中庭には，少年たちの洗濯物（下着や制服）が干さ
れていた。洗濯は各自が行うとのことであった。
 少年の居室
居室は部屋最大定員 10人のところ，
人〜
人が収容されている。室内には，
段ベッド，共用机，椅子，各自の私物
を入れるプラスチックケースが置かれて
いた。部屋の奥に便所（和式）と水道が
設置されいる【写真 23】。その前に，大き
なバケツが置かれており，手洗い，歯磨
き，洗面などに用いるとのことであった。
部屋の入口上には，テレビが備え付けら
れており，毎日 20：00〜21：00 までテレビ視聴を認めているとのことであっ
た。
 学生の情操・心情への配慮
建物の壁面には，学生らの描いた絵，出院した後，就労している学生たちの
写真などが飾られ，校内の階段下などにも，在校生の作品が展示されている。
掲示版には，就職情報一覧が掲示されており，出校生への求人は相当程度あ
るようである。「立ち直ることができる 100 の理由」と題し，枚につの理
由を記載した掲示物が廊下の壁などに点々と貼付されている。いずれも，学生
らの更生意欲を高める工夫とのことであった。教育棟の部屋に収容少年の製
作した陶芸作品が展示されていたが，見事な作品が多数あった【写真 24・右
上】。
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仏教（慈光仏堂）・キリスト教の礼拝
室等も設けられていた。
⑵ 入出校の流れ
判決→少年観護所→明陽中学→新入
生班→能力による分類→生活指導・学
習指導・生涯指導→学習成果・生活評価等に基づき仮釈放・・満期出校（仮釈
放できない場合）という流れになっている。
⑶ 施設のビジョン・目標
ビジョンとして，①一つの家族，②協力の文化，③失敗のない学校，④楽し
く活気のある明陽が，目標として，①包括的な生活教育，②多元的な学習環境，
③個別的で深い矯正処遇，④刷新的・開放的な成功体験の確保，⑤多様な資源
の整合・適正利用，⑥矯正経験の積み重ね，が掲げられている。
⑷ 教育の理念・方針等
犯罪少年の多くは，家庭，学校，社会の中で目標を失って生じている。入所
時の少年には，価値観の歪み，家族の支えの弱体化，自信喪失，学習能力の低
下が特徴的である。少年の問題点をきちんと把握したうえで，個別処遇に基づ
いた矯正教育を行っている。そこで，矯正教育では，①環境，②方策（策略），
③教育内容（内涵）の本柱に重点が置かれている。①については，少年をき
ちんと受入れ，その性格に適した教育を考え，多様な資料を活用して思いやり
を持って対応している。②については，生活への適応，知識の学習，人間関係，
将来の目標を踏まえて行っている。③については，学生の穏やかな生活状況を
確保したうえで，その性格・価値観の歪みを矯正できるよう教育をし，学生の
人格の立て直し，社会復帰の希望を懐かせるような教育を行う。
教育の目標として，学生に今までの悪い性癖を書き出してもらい，良い知
識・能力を養って，これからの生涯（人生）の発展に資するように，社会復帰
できるようにすることが挙げられていた。
⑸ 教育・処遇の内容
 班（クラス）25人以下で 14班に編成されており，うち班が新入生
用となっている。入所最初の訓練はか月程度であるが，少年によってもっと
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長い場合もあるとのことであった。
各教室の入口にはそのクラスの時間割
が掲示されている。：00〜17：00 ま
で清掃作業，授業などが組み込まれてい
る【写真 25】。
学生は制服（体操服のようなもの）を
着ている。
 学籍合作，すなわち，他の法律に
基づき，明陽中学卒業がそれぞれの学籍
のある中学卒業と認められる。
 教育の目標は，学生各自の性格に
あった教育を行い，意思疎通能力，生活
能力をできるだけ高めることにある。実
技の学習に重点を置き，各自の差異を考
えて教育を行っている。すなわち，中学，高校の一般的な教育のほかに，技能
関係の教育に重点をおき，技能検定のある科目の教育も行っている。具体的に
は，クラスごとに，ホテル経営，レストラン経営のノウハウ，料理技術，自動
車整備等のほか，大学受験のためのクラスもある。収容者は，実技に興味が高
く，クラブ活動，技能展示会・協議会などにも参加させている。
 多様な教育（多元教化）として，多様な技能の講習を行い，出校後，就
職できるように努力している。このような教育の成果として，最近 10 年では，
大学進学人，技能検定の合格者は多数おり，80％以上の学生が職に就いてい
る。また，多様な活動を通じて収容者が自信を持つようになっていく意義があ
る。
 創造的体験を得させるため，クラブ活動，読書活動，運動会，各種コン
テスト（施設内・外のものもある），音楽コンクール，キャンプなどの活動をさ
せている。学生の中には，絵の展覧会で上位入選した者，2012 年にはコンテ
ストに優勝し，外国旅行の賞品分の賞金をもらった者，台湾交響楽団と一緒に
演奏した者，演芸会で踊りを披露した者，作詞・作曲のコンテストに参加した
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者，工芸作品の展示会に出品した者，台湾全体の矯正施設収容者の演芸会に参
加した者などもいる。このように学生は，犯罪者だが種々の才能があることが
示されている。
 処遇の方式には，全学生を対象とする一般的な処遇，麻薬関係・ＤＶ関
係など問題のある学生を対象とした個別的処遇，精神障害・性犯罪者などを対
象とした治療的な処遇がある。精神障害のある学生への処遇としては，定期的
に向精神薬を服用させ，人間関係改善促進に役立つ環境作りに努め，学習障害
を抱える学生に対しては補講を行っているとのことであった。
上記一般的な処遇（輔導活動）としては，生命教育，人間関係教育，性別教
育，キャリア形成などを区分して実施している。また，心理衛生過程として，
新入生へのオリエンテーションと心理学の講義が行われている。グループ指導
として，薬物指導，性犯罪指導を行っている。これらの教育・処遇のため明陽
中学独自の教材を多数作成している。出校生のためには，同窓会，キャリア開
発などのテーマ活動を行っている。
なお，仮釈放後の出校生に対し，年くらいは明陽中学の教職員が指導を行
い，その後は更生保護の担当者に引き継がれるとのことであった。
 人間関係立て直しのための活動（関係重建）として，学生に自己のイメ
ージを新たにさせ，就職の障害を取り除く活動（刺青の除去等），在校生，出校
生の生活資金支援（明陽中学の教職員が「社団法人中華民国明陽青少年清寒救助協
会」を立ち上げ，最近	年間で 2,500人余の支援を実施），親のマッサージをさせ
るなどして，親子関係の改善促進のための活動，貧困家庭の学生のための学習
資金の補助，職業補導・就労支援も行っている。
⑹ 処遇の特徴
少年刑務所では，少年の教育に重点が置かれ，技能トレーニングに力点が置
かれている成人刑務所の処遇とは全く異なっている。また，少年刑務所では，
一般教育と技能教育の双方を行っており，一般教育のうち，通常の教科教育は
付近の学校と連携して教員に来てもらい，感化教育を少年刑務所の教官が行っ
ている。この点は少年院（少年輔育院）が感化教育中心に行っているのと異な
っている。なお，誠正中学の項参照。
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⑺ 処遇の効果等
校長によると，統計的にも再犯率は
相当低下しており，成果は上がってき
ているとのことであり【写真 26】，今
後も各学生が改善し向上していく資質
を持っていることを信じて，種々の教
育・処遇を実施し，各学生が今後の人
生に向かってよりよい生活を送れるように努めていきたいと考えているとのこ
とであった。
 誠正中学（少年院）
誠正中学は，少年刑務所として開設・運営されていたが，十数年前に少年に
よる事故が多発したことなどから一旦閉鎖し，その後に少年院として改組され
たものであるので，少年院から出発した明陽中学よりも厳格な雰囲気が感じら
れる。なお，女子も収容する計画で建設されたため，独立に利用可能な区画が
複数あるが，女子は別の施設「彰化」となったため，全体を男子で利用してい
る。
学校の課題として，「子どもたちの学力維持」，「生命の価値の教育」を掲げ
ているとのことであった。明陽中学と教育・処遇方法についての意見交換も行
っている。また，公務員である職員の人事交流は相互にあり得るとのことであ
った。
台北に近いためか，訪問者は多いようで，説明時のビデオに西原春夫先生訪
問時の映像が入っていた。
⑴ 施設の概要
 セキュリティ
ゲートは刑務所と同じ二重構造であり，電光掲示板には無事故の履歴がのせ
られている。同ゲートでは，サーモンセンサーで体温をチェックし，熱がある
者にはマスクをさせるなど，感染予防の配慮がなされている。
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 建物の配置
全体の建物が運動場を囲んでロの字
に配置され，内側に回廊が設けられて
いる【写真 27】。
 更生への配慮
建物の壁面はほとんどが白いタイル
張とされている。運動場の隅に弥勒菩薩
像が置かれている。入口のある管理棟に
近い廊下は「虹の通路」と呼ばれ，天井
が虹色に塗られている【写真 28】。これは，
外の世界は色彩に溢れているという意味
である（反対側の通路は彩色されていない）。
ここの廊下の床には，中央部分に滑り止
めの塗装が施されているが，これも赤絨
毯の意味を持たせているそうである。廊
下の壁面の区画ごとに，SMILE，BELI-
EVE，FUTURE，HAPPYなど，前向き
な英語がタイルの色で画かれている【写
真 29】。少年に希望を与えようとの配慮が
うかがえる。なお，水路には鯉が数匹泳
いでいた。また，クラスごとにルール違
反者が何日いないかが掲示されている
（115 日無違反の表示もあった）。
施設内には，キリスト教・仏教の礼拝
設備が設けられていた【写真 30】。
 収 容 状 況
収容定員は 299 人で 2014 年月 16 日
現在 293人収容されている。
収容者は中学生・高校生相当者である。
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最年少は 13歳であり，中学生に相当する少年は約 10％である。それ以外のほ
とんどは高校生相当であり，最年長は 20歳を超えているが，収容上限は 21歳
までである。特徴は虞犯少年が多いこと，薬物事犯が 60％ほどであること，
家庭環境に問題のある少年が大半で両親揃った普通の家庭は 30％弱というこ
とであった。
 医 療
医務室では，月曜日・木曜日が家庭医，水曜日が皮膚科（午前），歯科（午
後），金曜日が精神科の各医師が外部から派遣されて診療が行われている。
対応できない場合は外部の病院を受診させているとのことであった。国民健
康保険と提携しているため，少年たちは最初に 100〜200 元ほど支払うと，
10％の負担もなくなり，支払い不要となるとのことであった。
 外 部 交 通
遠距離接見室【写真 31】には，インターネッ
トを利用したテレビ電話装置が設けられている。
遠隔地の親族等との接見のほか，裁判官との面
接等にも利用されるので，出張経費の節減にも
相当寄与しているとのことであった。
⑵ 教育・処遇
矯正教育と教科教育を同時に実施している点
は明陽中学と共通しているが，少年院には教科
教育のため専任の教官がいる17)。
なお，他の少年院である桃園と彰化（女子施設）は，全日制ではなく，教科
教育は夜間実施となっているとのことであった。誠正中学に収容されている少
年たちは，各自，居室のベッドに簡易机を持ち込んで勉学に励んでいる。中学
から高校へ進学できるので，中学・高校と途切れなく学び続けることができる。
更に上級学校への進学も可能とのことであった。
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17） 台南地方法院の少年事件担当裁判官との懇談では，少年院と少年刑務所は，成人の刑
務所とは決定的に異なるが，いずれも拘禁・拘束を最小限度にして教育を重視しており，
処遇内容の差異はそれほどなく，主として収容期間の違いになるとの指摘があった。
 職 業 補 導
職能検定合格を目指して検定の工程・項
目にあわせた技術訓練をしている。①パン
製造，②バイク修理（教材に新車購入），③
自動車整備（自動車は官公庁の公用車の払下
げ）がある（上から①【写真 32】②【写真
33】③【写真 34】）。
収容されているのは，中学・高校相当の
少年たちであるが，設備は大学・専門学校
の水準であり，民間の職業学校よりも優れ
ている。食材は国家基準にあわせて作られ，
衛生面の基準は高い。また，技能訓練のレ
ベルも高く，学生の意欲も高いので，少年
たちには勉強以外の実習時間で訓練してい
るが，各種技能検定には 100％合格してい
る。しかし，訓練科目の選択は，少年の希
望をきくが，必ずそのとおりになるわけで
はないとのことであった。
 社会復帰のため，刺青の除去も行っている。
 出校後の補導は，法的根拠がないので，職員には対応させておらず，少
年保護官による補導によっているとのことであった。なお，出校後の出身学校
への復学は保障されているが，実際には受入れ拒否もあり得るので難しい課題
であるとのことであった。
 少年時の再犯率は，12.2％であるが，
成人以降のデータはないとのことであった。
なお，校長の依頼で，居合わせた学生数十
人に通訳を介して即席で短い講話を行った
が，全員真剣な受講態度であった【写真
35】〔左が顔校長〕。
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第 お わ り に
 全般的な印象
今回，訪問・視察できた裁判所等の施
設は，いずれも近代的で機能性のよい建
物であった【写真 36・上】〔高雄少年及家
事法院〕，【写真 37・下】〔台南地方法院〕。
年少者，母子，犯罪被害者等に対しても，
きめ細かい配慮が払われ，一般市民への
広報活動も広く行われているようである。
台南地方法院には，見学専用に開放され
ている法廷もあった。また，各施設に絵
画・彫刻等の芸術品が置かれ，内装やデ
ザインも斬新で，芸術性などにも留意さ
れた施設となっていた【写真 38】〔士林地
方法院の玄関ホール〕。また，裁判官，調
査官，保護官等の職務熱心さ，高い専門
性などが感じられた。
成人刑務所では受刑者の刑務作業の効
率性・収益性の高さ，少年刑務所では少
年院とほぼ同様の教育重視の処遇が行わ
れていること，厳罰化の世論も高まる中
でも，少年裁判所への全件送致，少年裁
判所先議のほか，逆送事件の刑事裁判も同じ少年裁判所が扱い，保護から刑罰
まで一貫して少年専門の調査官・裁判官が関わるなど，保護教育主義が相応に
貫徹されていると感じられた。
また，全般的に司法予算の桁が違うのではないかという思いを一再ならず懐
かされた。この点は，司法院の所管範囲が我が国よりも広いので単純には比較
58 立教法務研究 第号（2015）
できないが，2014 年度の全予算中の司法関係予算は 1.16％とのことであった。
 比較法制的意義
比較法制に関する調査・研究は，各国の法制度の詳細を把握すること その
ためには，法文・文献のみならず，彼我の実際の実務運用も把握することも必
要である に加え，その国の政治，経済，宗教，民族性，歴史，文化などを総
合的に比較検討する困難な作業である。現在，北欧諸国やスイスなどの調査も
行っているが，それぞれの学ぶべきものの多さとともに，彼我の国情の違いの
大きさ，共通評価の困難さも痛感させられている。
これに対し，台湾は，法制度のみならず，アジアの近隣で農耕文化を基礎と
して近代工業化が相当進んでいること，人口密度が高いこと，民族性にも近似
性を感じることなどから，学ぶべきことも多いと思われる。
この調査には，ご厚情・ご支援をいただいた司法院頼浩敏院長，準備段階か
ら現地調査の同行まで終始お世話になった司法院の譚鈺熹保護官，公私ともに
お世話になった台南地方法院の林臻嫺裁判官，通訳のほか，有益な文献・資料
を提供していただいた台中の東海大学（当時・現台南の成功大学）陳運財教授を
はじめとする台湾の司法関係者に大変お世話になった。この場を借りて厚く御
礼申し上げる次第である。
【この調査研究は，JSPS科研費 25285024 の助成を受けて行ったものである。】
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